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日本電気計器検定所（以下「JEMIC」という。）の2022年度は、新型コロナウイルス感染

症（以下「コロナ感染症」という。）の事業活動に与える影響が徐々に解消されていく中で

の業務運営となりましたが、当年度から新たにスタートした中期経営計画の１年目として、

計画に沿って各施策を着実に実行し、順調な出だしとなりました。 

検定・検査業務は、半導体不足への製造事業者の対応が進んだことなどにより、検定・

検査台数、手数料収入ともに計画と比べて大幅に増加し、校正試験業務は、校正範囲の  

拡張及び校正測定能力の向上を進め、引き続き増収となりました。 

一方で、支出面では燃料費高騰などの影響を受けたものの、業務全般にわたり節減を  

進めたことにより、収支において計画を上回る利益金を確保することができました。 

業務体制においては、コンプライアンスの徹底など業務運営に係る信頼性確保や、業務

効率化などに向けデジタル活用を推進しつつ、情報セキュリティを高めるための検討を 

進めるなど、体制の強化に向けた取り組みを行いました。 

今後は、次世代スマートメーターの導入開始に向けた試験設備などの対応準備を進める

とともに、燃料費や物価高騰にも注視し、安定した事業継続に向けた基盤強化を図って  

まいります。 

中期経営計画の目標達成に向けた取り組みを着実に進めることで、引き続き信頼と技術

を維持・向上させ、公正中立な計量・計測の専門機関として社会に貢献してまいります。 
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１ 検定・検査等 

(1) 検定・検査業務 

ア 電気計器の検定台数は、計画対比 4.5％増、前年度対比 9.2％増の 6,462千台となり

ました。検定・検査の台数の内訳は表１のとおりです。 

単独計器は、2021 年度下期頃から続く半導体不足について、製造事業者の対応が 

進み、その影響が緩和されたため計画を上回りました。また、変成器付計器及び変成

器についても、取替工事の平準化による前倒しの影響により、計画を上回りました。 

検定・検査の手数料収入は、計画対比 8.3％増、前年度対比 8.9％増の 4,101百万円

となりました。検定・検査の手数料収入の内訳は表２のとおりです。 

また、支社・事業所別の検定台数及び検定・検査手数料収入は表３のとおりです。 

表１ 電気計器の検定・検査台数 

        項 目 

 区 分 

実 績 

（千台） 

計 画 

（千台） 

計画対比

(％) 

前年度対比 

(％) 

検

 
 

定 

単

独

計

器 

単相 2 線式計器 1,155 1,242 △  7.0 △  2.6 

単相 3 線式計器 4,439 4,167  6.5 11.3 

三 相 計 器 524 467 12.1 18.4 

直 流 計 器 11 17 △ 36.4 349.8 

小   計 6,129 5,893  4.0  9.1 

変 成 器 付 計 器 334 292 14.2 11.1 

検 定 合 計 6,462 6,185  4.5  9.2 

変 成 器 検 査 167 162  3.3  9.1 

（注）小計及び合計は、四捨五入により一致しないことがあります。 
対比欄は増減率を表し、△はマイナスを表します（以後の表においても同様です。）。 

表２ 電気計器の検定・検査手数料収入 

        項 目 

 区 分 

実 績 

（百万円） 

計 画 

（百万円） 

計画対比

(％) 

前年度対比 

(％) 

検

 
 

定 

単

独

計

器 

単相 2 線式計器 241 256 △  6.2 △  2.4 

単相 3 線式計器 1,068 960 11.3 14.2 

三 相 計 器 155 130 19.3 19.2 

直 流 計 器 63 97 △ 35.5 284.9 

小   計 1,527 1,444 5.8 15.0 

変 成 器 付 計 器 1,453 1,270   14.5 6.4 

検 定 合 計 2,981 2,714 9.8 10.6 

変 成 器 検 査 1,120 1,072 4.5 4.7 

検定・検査合計 4,101 3,786 8.3 8.9 
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表３ 電気計器の本社・支社・事業所別検定台数及び検定・検査手数料収入 

項 目 
本社・ 
支社・ 
事業所 

検定台数 
（千台） 

計画 
対比 
（％） 

前年度 
対比 
（％） 

検定・検査手数料収入 
（百万円） 

計画 
対比 
（％） 

前年度 
対比 
（％） 実 績 計 画 実 績 計 画 

北海道 447 488 △  8.3 △ 10.9 201 180 11.6 0.9 

東 北 537 252  113.4 95.9 346 220  57.5 47.0 

本 社 1,467 1,377 6.5 22.0 1,265 1,154 9.6 12.2 

中 部 136 139 △  1.8 △  7.7 278 261   6.5 △  2.0 

北 陸 198 225 △ 11.8 4.8 121 118 2.4 17.8 

関 

西 

関 西 671 771 △ 13.1 △ 11.9 447 468 △ 4.5 6.6 

京 都 626 630 △  0.6 △ 16.1 136 133 2.5 △ 39.2 

小計 1,297 1,401 △  7.5 △ 14.0 584 601 △  3.0 △  9.4 

中 国 713 692 3.0 2.1 595 574 3.6 7.6 

四 国 306 380 △ 19.5 △  6.0 132 154 △ 14.3 △  6.6 

九 州 1,247 1,102 13.2 30.8 548 485 12.9 24.3 

沖 縄 114 130 △ 12.1 △  2.2 33 39 △ 16.6 △ 14.0 

全国計 6,462 6,185 4.5 9.2 4,101 3,786 8.3 8.9 

 

イ 送配電部門の法的分離に伴う 2022年度の変成器検査は、182件を実施し、計画され

ている設備のおよそ６割が完了したものと推測しています。本検査の増加に適切に 

対応するため、試験可能な職員の育成に取り組みました。 

ウ 内閣府による規制改革実施計画の「オンライン利用率を大胆に引き上げる取り組み」

に対応して、検定業務の電子申請率を 100%とするため、電子申請を利用していない 

申請者の状況やニーズを把握し、電子申請移行のための課題への対応を進めました。 

エ 照度計の検定は、電気設備工事業者からの申請が好調で、表４のとおり検定個数は 

計画対比 6.7％増、前年度対比 11.5％増の 1,707個となり、その結果、手数料収入は

41百万円となりました。 

表４ 照度計の検定個数及び手数料収入 

           項 目 

  区 分 
実 績 計 画 

計画対比 

(％) 

前年度対比 

(％) 

照度計 
個 数（個） 1,707 1,600 6.7 11.5 

手数料収入（百万円） 41 38 6.7 11.5 
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(2) 型式承認業務 

電気計器の型式承認件数は、技術基準が新 JIS に移行することに伴い、その対象と  

なる次世代スマートメーターの設計、開発を検討する時期にあたるため、現行 JIS に  

適合した計器の新規承認及び軽微変更承認は大幅に減少し、表５のとおり承認合計件数

では計画対比 22.3％減、前年度対比 54.2％減の 108件となりました。 

また、更新と合わせた合計の手数料収入は、計画対比 44.9％減、前年度対比 69.8％減

の 19百万円となりました。 

表５ 型式承認・更新件数及び手数料収入 

         項 目        

 区 分 

実 績 計 画 計画 

対比 

（％） 

前年度 

対比 

（％） 
新規 

承認 

軽微 

変更 
計 

新規 

承認 

軽微 

変更 
計 

単独 
件 数（件） 15 49 64 44 32 76 △ 15.8 △ 17.9 

手数料収入（百万円） 6 5 11 16 4 20 △ 44.5 △ 40.5 

変成 

器付 

件 数（件） 3 41 44 15 48 63 △ 30.2 △ 72.2 

手数料収入（百万円） 1 6 7 6 7 14 △ 45.4 △ 82.6 

承認 

合計 

件 数（件） 18 90 108 59 80 139 △ 22.3 △ 54.2 

手数料収入（百万円） 7 12 19 23 11 34 △ 44.9 △ 69.8 

更新 
件 数（件）  2  15 △ 86.7 △ 87.5 

手数料収入（百万円） 0(4千円) 0(29千円) △ 86.7 △ 87.5 

合計 
件 数（件） 110 154 △ 28.6 △ 56.3 

手数料収入（百万円） 19 34 △ 44.9 △ 69.8 

（注）不承認等を含みます。 

 

(3) 基準器検査業務 

基準器検査は、表６のとおり検査台数は計画対比 3.2％増、前年度対比 1.0％増の  

97 台、手数料収入は計画対比 2.9％減、前年度対比 4.7％減の 28 百万円となりました。 

表６ 基準器検査台数及び手数料収入 

        項 目        

 区 分 

実 績 計 画 計画 

対比 

(％) 

前年度

対比 

(％) 電気 照度 計 電気 照度 計 

基
準
器 

検査台数（台） 96 1 97 94 0 94 3.2 1.0 

手数料収入（百万円） 27 0(62千円) 28 28 0 28 △  2.9 △  4.7 
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２ 標準供給 

(1) 標準供給業務 

産業界の計量標準を国家計量標準へ繋ぐ責務を確実に果たすため、特定校正試験業務

における直流電圧の ASNITE認定の取得に向けた整備を行いました。 

(2) 校正試験業務 

ア 校正試験業務の個数及び手数料収入は、表７のとおりです。 

自動車及び電気・電子関係事業者からの申込が好調であったこと、通信関係事業者

からの新規大口申込があったことから、個数は計画対比 3.8％増、前年度対比 5.9％増

の 53千個、手数料収入は計画対比 4.3％増、前年度対比 5.3％増の 1,410百万円とな

りました。 

イ 露点計・湿度計及び熱電対・温度計校正装置等の JCSS校正の範囲拡張及び校正測定

能力の向上を行いました。 

表７ 校正試験業務の個数及び手数料収入 

             項 目 

  区 分 
実 績 計 画 

計画対比 

(％) 

前年度対比 

(％) 

特 定 校 正 
個 数（個） 37 40 △  7.5 △  38.3 

手数料収入（百万円） 20 22 △  8.9 △  28.5 

認定校正（注） 
個 数（個） 25,276 23,420 7.9 10.0 

手数料収入（百万円） 872 827 5.5 8.1 

一 般 校 正 
個 数（個） 27,919 27,820 0.4 2.6 

手数料収入（百万円） 518  502  3.0 2.6 

合   計 
個 数（個） 53,232  51,280  3.8 5.9 

手数料収入（百万円） 1,410  1,352 4.3 5.3 

（注）計量法校正事業者登録制度（JCSS）の登録事業者による ISO/IEC 17025に基づく校正及び   

（公財）日本適合性認定協会（JAB）により認定された ISO/IEC 17025に基づく校正 

３ 試験及び関連業務 

(1) 通信試験業務 

ECHONET Lite AIF認証・試験機関として、AIF仕様適合性試験及び認証業務を実施し、

手数料収入は 12百万円となりました。 

(2) 技術相談 

JEMIC の技術、ノウハウを活用した技術相談は 15 件で、収入は 18 百万円となり   

ました。主な内容は次のとおりです。 

ア 電力量計の性能試験 

イ ディジタル位相計の演算部の開発 

ウ 導電率試験 
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(3) 測定工具の検査業務 

長さを測定する測定工具の検査業務を実施し、手数料収入は 110百万円となりました。 

(4) 技能試験業務 

JCSS 登録事業者を主な対象とした技術能力評価のための技能試験について、電気 

（直流・低周波）、温度、放射線・放射能・中性子、音響・超音波など８種類のプログラ

ムを実施し、収入は 20百万円となりました。 

 

４ 新規業務 

今後の環境変化に対応すべく、特定計量制度等に関する新たな業務を検討した他、新規

業務の開拓に向けて、職員間のアイデア提案等を活性化させる仕組みを検討しました。 

 

５ 研究開発 

(1) 研究成果 

次世代スマートメーターに対応した試験設備開発、お客さまのニーズに応じた校正 

範囲の拡張や効率化及び電気計量に関わる新たなニーズへの対応を目的とした研究開発

に取り組みました。 

主な研究成果は、次のとおりです。 

ア 次世代スマートメーターに対応した結線器の開発 

次世代スマートメーターの試験に用いる結線器を開発しました。 

イ 技能試験に用いる仲介用電力量計の開発 

検定業務の品質維持を目的に実施している技能試験に用いる高安定な電力量計を 

開発し、技能試験の信頼性向上及び省力化を図りました。 

ウ 0℃及び－80℃近傍における抵抗温度計の新たな比較校正方法の検討 

0℃近傍について新しい構造の氷温槽を作製し、測定対象の毀損リスクの少ない、 

より簡便な比較校正の方法を確立しました。 

エ 高調波に関する標準供給体系等の確立 

高調波電力に関する校正方法の調査等を行いました。 

オ 照度計の高照度測定に用いる標準受光器及び仲介用光源に関する調査 

高照度測定に用いる機器の特性を評価し、校正業務開始の準備を進めました。 

(2) 工業所有権 

国内特許権18件を所有しており、発明考案等（ノウハウ含む）の実施許諾件数は13件、

実施料収入は2百万円となりました。 

(3) 電気計器技術課題等研究会 

電子式変成器付計器に係る検定有効期間の延伸及びスマートメーターの長期性能評価

について、検定有効期間検証条件検討会（経済産業省主催）における評価方法の方向性

を注視しながらフィールド試験の実施方法について関係者間で検討を行いました。 
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６ 電気計測技術の普及、広報 

(1) JEMIC計測技術セミナー 

セミナーのオンライン化、ハイブリッド化に努め（35回中 13回）、開催回数は前年度

対比９回増の 35 回、延べ受講者数は同 58.4％増の 469 人、収入は同 49.3％増の 16   

百万円と、前年度を上回る結果となりました。 

(2) 広報 

ア 計量啓発活動等 

生活の安心・安全を支える電気計量の重要性、電気計器の検定や国家計量標準の  

維持により電気の適正計量を担う JEMIC の役割をＰＲするため、本社及び各支社・  

事業所において、コロナ感染症の防止対策に十分配慮した上で、学校、企業等を対象

に見学会を 48回開催しました。 

また、消費者向けに広報誌「くらしと検定」を発行するとともに、11月１日の計量

記念日に合わせて地方自治体及び各地の計量協会が実施するオンライン開催を含めた

計量記念日行事、消費生活展等に参加し、計量制度の普及に努めました。 

イ 証明用電気計器の受検促進 

貸しビル、アパート等で管理者と入居者との間で電気料金の証明用に使用されて 

いる電気計器について、適正計量の観点から有効期間内のものが使用されるよう  

各地域の経済産業局、自治体等と協力し、啓発活動に取り組みました。 

ウ JEMIC計測サークル 

計測サークル会員（一種会員：26 口、二種会員：251 口）を対象として      

「計測サークルニュース」（季刊）を発行しました。 

エ 情報公開 

「特別の法律により設立される民間法人の運営に関する指導監督基準」（平成 14年

４月 26日閣議決定）に基づき、JEMICの財務状況等について、ホームページ等を通じ

て、情報公開を行いました。 

 

７ 対外協力等 

(1) 審議会・委員会等 

計量行政及び計測技術に関する審議会、委員会、学会、工業会等の会議に出席し、    

各議題の審議、規格の制定等に協力しました。主なものは、次のとおりです。 

ア 計器用変成器標準化委員会 事務局：（一社）電気学会 

イ 照明測定技術小委員会  同 ：（一社）日本照明工業会 

ウ 国際計量研究連絡委員会  同 ：（国研）産業技術総合研究所 

エ JCSS等技術委員会  同 ：（独）製品評価技術基盤機構 
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(2) 国際会議 

ア 第 38 回アジア太平洋計量計画(APMP）総会及び関連会議の日本開催に共催機関と 

して協力し、2022年 11月から 12月にかけて開催された総会及び技術委員会に参加し

ました。 

イ 2022年度は国際法定計量機関（OIML）の電力量計の国際勧告文書 R46の改正作業に

伴うオンライン会議に参加しました。改正作業の中で、電気自動車充電装置について

はR46から切り離して検討されることとなり、ガイド文書G22として発行されました。 

ウ 国際電気標準会議の電力量計測及び制御（IEC/TC13）をはじめとする国際規格の  

審議・制定等に委員や国内委員会の幹事役として協力しました。 

 

８ 設備整備等 

(1) 検定・検査関係 

新 JIS対応及び老朽化設備の更新のため、単相試験台、三相試験台、精密試験台及び

変成器試験台を配備しました。 

なお、電子部品の不足の影響等により、当初計画していた三相試験台及び精密試験台

の更新等の一部を 2023年度に繰り越しました。 

(2) 標準供給・校正試験関係 

老朽化設備の更新のため、プログラマブル交流電源、電力発生装置、低熱起電力   

スキャナ、ディジタルマルチメータ、低温槽、油温槽及び亜鉛点セルを配備しました。 

 

９ 役職員数、教育研修 

(1) 役職員数 

2022 年度期末役職員数は、前年度期末人員に比べ７人減の 355 人（役員７人、職員 

348人）となりました。 

(2) 教育研修 

中期経営計画に則り、技術継承を踏まえた指導力及び実務的な技術力の向上を図り、

知見を磨くため、表８のとおり教育研修を実施するとともに、教育機会の増加を目的に、

以下の取り組みを実施し、運用を開始しました。 

ア 所内イントラネット上に研修資料ライブラリを開設 

イ 研修動画コンテンツ視聴システムを導入 

ウ 研修動画とその内容に関する確認テストによるｅラーニングを導入 

また、ウのｅラーニングにより、全ての職員を対象にコンプライアンス研修を実施  

しました。 
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表８ 教育研修 

研  修  名 期 間 研修者数（人） 

初任者研修 １か月 7 

役職者研修 ２～３日 24 

技能研修（技術研修） １～３日 69 

品質研修（マネジメントシステム研修） １～２日 20 

営業実務研修 １日 18 

合   計 138 

 

10 財務 

収入は、検定手数料収入は、半導体不足への対応が進んだことなどにより、予算対比

8.3％増（前年度対比 9.0％増）、校正試験手数料収入は予算対比 4.3％増（前年度対比 

5.3％増）と共に好調に伸び、その結果、予算対比 5.3％増、前年度対比 7.8％増の 6,352

百万円となりました。 

支出は、業務全般にわたり節減に努めましたが、燃料価格高騰による電気料金の増に  

伴い予備費を６百万円使用した結果、予算対比 0.5％減、前年度対比 0.6％減の 5,970   

百万円となりました。 

以上から、収支決算は 381百万円の利益金を計上しました。 

また、資産の取得額は 393百万円となりました。 

表９ 財務 

           項 目 

  区 分 

実 績 

（百万円） 

予 算 

（百万円） 

予算対比 

(％) 

前年度対比 

(％) 

収益の部 

事 業 収 入 6,253 5,946   5.2   8.4 

事業外収入 99 85  15.5 △   6.5 

特 別 利 益 0 0 － △ 100.0 

収 入 合 計 6,352 6,032   5.3 7.8 

費用の部 

事 業 支 出 5,966 5,964    0.0 △   0.6 

事業外支出 5 7 △  33.8 △  39.0 

予 備 費  ※ 0 30 － － 

特 別 損 失 0 0 － － 

支 出 合 計 5,970 6,001 △   0.5 △   0.6 

利益金   381     30 － － 

（注）予備費を６百万円使用しましたが、決算上は事業支出に計上しています。 
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11 認可事項等 

(1) 経済産業大臣認可事項 

ア 役員の選任 

  専務理事、理事（標準担当）及び監事（2022年６月８日認可、７月１日再任） 

理事（検定担当、総務担当及び非常勤）（2022年６月８日認可、７月１日新任） 

イ 運営審議会委員の任命 

運営審議会委員の任期満了に伴う任命 

（2022年９月 13日認可、10月１日就任） 

ウ 2023年度事業計画及び予算（2023年３月３日認可） 

 (2) 登記 

ア 北陸、中国、四国及び九州支社長変更に伴う代理人登記 

イ 東北支社長の住所変更に伴う代理人登記 

ウ 土地区画整理事業の保留地換地処分に伴う関西支社京都事業所事業用土地の所有権

移転及び地番変更登記 
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［参考１］過去３年間の事業の実績 

  

7,252 6,939 5,917 6,462

(217) (190) (225) (268)

3,156 2,844 2,695 2,981

(234) (204) (224) (294)

台 数 （千台） 188 165 153 167

手数料収入（百万円） 1,260 1,138 1,070 1,120

個 数 （個） 1,451 1,455 1,531 1,707

手数料収入（百万円） 35 35 37 41

242 201 252 110

(38) (6) (16) (2)

55 51 61 19

(74千円) (12千円) (31千円) (4千円)

台 数 （台） 95 100 96 97

手数料収入（百万円） 24 27 29 28

件 数 （件） 0 1 0 0

手数料収入（百万円） 0 0(426千円) 0 0

個 数 （個） 45 48 60 37

手数料収入（百万円） 20 23 29 20

個 数 （個） 18,912 20,734 22,973 25,276

手数料収入（百万円） 701 742 807 872

個 数 （個） 25,505 25,999 27,218 27,919

手数料収入（百万円） 472 487 505 518

個 数 （個） 44,462 46,781 50,251 53,232

手数料収入（百万円） 1,193 1,251 1,340 1,410

収 入（百万円） 457 580 538 655

（百万円） 6,179 5,925 5,769 6,253

技 術 指 導 ほ か

　　　　合　　　　計

(注) 直流計器を含みます。

基 準 器 検 査

指 定 検 査

電気計測 器等

の 校 正 試 験

特定校正

JCSS校正

一般校正

小計

( ) 内 の 数 字 は

型 式 の 更 新 の 再 掲
手数料収入（百万円）

電気計器の検定 ( 注 ) 台 数 （千台）

( ) 内 の 数 字 は
証 明 用 電 気 計 器

の 再 掲

手数料収入（百万円）

変 成 器 検 査

照 度 計 の 検 定

電 気 計器の 型式 承認

（型式の更新を含む）
件 数 （件）

　　　　　　　　　　年　度

　業務の種類
2019年度 2020年度 2021年度 2022年度
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［参考２］過去３年間の損益計算書 

 

（注）2022年度の事業諸費に予備費使用額６百万円を含む。 

6,179 5,925 5,769 6,253

5,722 5,346 5,231 5,598

115 112 194 200

342 468 344 455

98 97 106 99

0 0 16 0

6,277 6,023 5,890 6,352

6,059 5,973 5,999 5,966

3,142 3,032 2,929 2,937

346 391 335 340

2,329 2,233 2,479 2,361

241 317 256 328

0 0 0 0

161 16 8 5

0 24 0 0

6,220 6,013 6,007 5,970

57 10 △ 117 381

単位：百万円

　　　　　　　　年　度

　科　目

2019年度 2020年度 2021年度 2022年度

収益の部

事業収入

  手数料収入

  付帯収入

  受託業務収入

事業外収入

特別利益

収入合計

利　　益　　金

費用の部

事業支出

  給料諸給

  退職給付費用

  事業諸費

  受託業務費

  交際費

事業外支出

特別損失

支出合計
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参考資料 日本電気計器検定所の概要 

 

１ 目 的 

日本電気計器検定所（以下「JEMIC」という。）は、電気の取引に使用する電気計器の   

検定等の業務を行ない、もって電気の取引の適正な実施の確保に資することを目的とする。 

（設立根拠法である日本電気計器検定所法（昭和 39年法律第 150号）第１条、 

主務大臣：経済産業大臣） 

 

２ 沿 革 

JEMICは、1964(昭和 39)年 12月、行政簡素化の観点から、それまで、国（通商産業省工

業技術院電気試験所検定部）が電気測定法（1966(昭和 41)年に計量法に統合）に基づき  

実施していた電気計器の検定、型式承認、基準器検査、電力量国家標準の維持・供給業務

を引き継ぐ特殊法人として、日本電気計器検定所法によって設立されました。（注） 

設立にあたって、JEMIC の資本金は、国及び（社）日本電気協会から、現物出資された 

建物、機械器具等の評価額（714百万円）とし、経営は、政令で定められる検定手数料収入

を主とした事業収入をもって賄う独立採算の原則により運営することになりました。 

その後、1981(昭和 56)年に設置された第二次臨時行政調査会の最終答申において、  

JEMIC を「自立化の原則に従い民間法人化する」ことが明示され、日本電気計器検定所法

の一部改正により、1986(昭和 61)年 10月に民間法人化されました。 

民間法人化の内容は次のとおりです。 

(1) 国等の出資金を全額返還し、資本金を抹消 

(2) 検定及び型式承認のための試験について、制度的独占を排除 

(3) 役員の選任については国による任命制から認可制へ変更 

(4) 事業計画及び予算については、認可制を継続 

(5) 業務について、目的達成業務等を実施できるよう規制緩和 

(6) 財務等に関する大蔵大臣との協議の廃止 

1992(平成４)年に改正された計量法により、国家標準である特定標準器等による標準 

供給、照度計の検定等が新たに JEMIC の法定業務となり、さらに、2007(平成 19)年には、

国際度量衡委員会の国際相互承認協定（CIPM-MRA）に基づき、（国研）産業技術総合研究所

計量標準総合センター（AIST/NMIJ）から、電力・電力量の指名計量標準機関として指名を

受けました。 

 

 

 

（注）JEMIC が発足し電気試験所の検定業務を引き継いだことに伴い、国及び（社）日本電気協会から   

設備と人員を引き継ぎました。併せて、それまで電気試験所は（社）日本電気協会と東京都に検定  

試験の一部を委託していましたが取り止めました。 
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３ 業務内容 

(1) 計量法に基づく検定・検査業務は次のとおりです。 

電気計器の検定及び電気計器とともに使用する計器用変成器の検査 

照度計及び積算熱量計の検定 

電気計器の型式承認 

基準器検査（電気基準器及び照度基準器） 

電気計器、照度計及び積算熱量計の指定検査 

(2) 校正業務は次のとおりです。 

電気、温度及び光の特定標準器等による校正（特定校正） 

電気、温度、光、時間、磁気、長さ、質量、圧力、トルク、湿度及び力の JCSS校正 

並びに電磁気量（直流・低周波）及び熱力学量の JAB校正（認定校正） 

上記以外の電気、温度、光、時間、磁気、長さ、質量、圧力、トルク、湿度及び力等

の計測器等の校正（一般校正） 

(3) その他（調査研究及び技術相談など）業務は次のとおりです。 

電気計器の試験方法及び試験精度向上の研究並びに電気計器の開発研究 

電気の計測技術及び計測器等の開発研究 

電気計器及び計測技術に関する技術指導 

光の計量に係る技術を活用した計測機器の品質試験 

電気の計量に係る「試験所及び校正機関の能力に関する一般要求事項」の技術指導 

電気の計量に係る技術を活用した製品試験 

電気の計量に係る技術を活用した認証試験 

電気の計量に関連する資格試験に関する支援 

 

４ 主たる事務所及び従たる事務所の所在地 

(1) 主たる事務所 

本 社 〒108－0023 東京都港区芝浦４－15－７ 

(2) 従たる事務所 

支 社 

北海道（北海道札幌市）、東北（宮城県仙台市）、中部（愛知県春日井市） 

北陸（石川県野々市市）、関西（大阪府大阪市）、中国（広島県広島市） 

四国（香川県多度津町）、九州（福岡県福岡市）、沖縄（沖縄県うるま市） 

事業所 

京都（京都府京都市） 
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５ 役員の定数、役職及び氏名（2022年度期末） 

役員の定数：理事長１人、専務理事１人、理事６人以内、監事２人以内 

理事長 豊木 則行 

専務理事 成瀬 卓也 

理事 野口 泰弘 

 奥  雅司 

 森野 幹也 

 高津 章子 （非常勤） 

監事  中山 ひとみ（非常勤） 

 

６ 役職員数 

2022年度期末役職員数 355人（役員７人、職員 348人） 

７ 運営に関する諮問機関 

JEMIC は、日本電気計器検定所法第 19 条に基づき、業務の運営に関する重要事項を   

審議する機関として、運営審議会を置くこととしています。同審議会は、JEMIC の業務の

適正な運営に必要な学識経験を有する委員 15 人以内で組織し、委員は経済産業大臣の  

認可を受けて理事長が任命します。 

なお、2022年度期末の委員は 15人です。 

 


